デンマーク・スウェーデン訪問看護・継続看護視察研修報告 by 峰村 淳子 & Junko Minemura
一　74　一
東医大誌　61（1）：74～76，2003
デンマーク・スウェーデン訪問看護・継続看護視察研修報告
Report　on　inspection　of　“Visiting　Nursing　＆　Continuity　of　Nursing　Care”
　　　　　　　　　　　　　in　Denmark　and　Sweden
峰　村　淳　子
Junko　MINEMURA
東京医科大学看護専門学校
期間：2002年9月1日～9月8日
1．はじめに
　近年の保健医療福祉の制度の変化や社会の動向に
伴い、“在宅ケア”はその位置づけや社会の関心が高
まっている。平成9年の看護基礎教育課程の改正で
は、「在宅看護論』が、新設科目として創設された。本
校は、これに先立ち20数年前からこの分野の教育を
重要視し、臨地実習も実施しており、筆者もこの領域
の担当が15年余りとなった。社会や制度の変化が著
しい中、教師として現場の実態を如何に正しく捉え、
学生に教授していくかは日々試行錯誤であった。この
領域への関心がまだ薄く、イメージ化も難しい初学者
に学習の動機づけや問題意識の芽生え等の学習成果
を期待し、海外の在宅ケアの実情についての課題学習
や発表会などの授業方法等も取り入れてきた。
　そのような中で、筆者自身が福祉や在宅ケア先進国
と言われる両国の実情を見聞し視野を広げる事にこ
そ意味があるとの考えで本研彦に参加したので、その
結果を報告する。
II．研彦参加目的
　1．福祉および在宅ケア先進国と言われるデンマー
ク・スウェーデンの在宅ケアの実情を見聞し視野を広
げ両国の現在の課題等も知り、日本との比較や将来展
望を踏まえた理解につなげる。
　2．研修で得た事などを元に、教師として学生が真
の専門職として、保健医療福祉の将来を展望し広い視
野を持ち、社会の中で看護職の果たす役割を理解でき
るような教育内容や方法の実践に活用する。
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IIL　主な研修内容と施設
《デンマーク：コペンハーゲン市》
1．デンマークの医療事情・訪問看護のシステム等
　　についてのレクチャー・意見交換（デンマーク
　　看護協会およびコペンハーゲン市研修センター
　　にて）
1）社会保障・健康保障における看護師の役割と
　　デンマーク看護協会の影響力について
2）デンマークの社会保障・健康保障分野につい
　　て
2．最先端の総合病院の視察・ホームケアステー
　　ションの視察
1）Rigshospitalet（コペンハーゲン国立病院：大
　　学病院）
2）　Birkerod　Community’s　Home　Care　Department
　　（ビアケロイド市庁舎のホームケアステー
　　ション）
3）患者宅訪問（高齢者住宅の老人、住宅改造さ
　　れ普通のアパートで独居で暮らす障害者）
3．ツールセンターの視察（北シェランド補助器具
　センター）
《スウェーデン：ストックホルム市》
1．ストックホルム市の機構と予算および老人医療
　（特に在宅看護について）に関するレクチャー
　在宅看護の現状についての施設見学とレク
　チャー
1）ストックホルム市庁舎にて、市会議員より
2）　Katarinagardens　Homeservice（カタリーナ
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　　ゴーデン特認ホーム・ホームサービス）
2．医療機関（病院）、地域診療所＆訪問医療・看護
　部門、ホスピスの視察
1）Karonlinska　Sjukhuset（カロリンスカ国立病
　　院：大学病院）
2）Arsta　Vardcentlaren（オーシュタ地域診療所）
3）Hogdalens　Hospice（ヒューグダーレン老人住
　　宅1高齢者のホスピス）
IV．主な研修結果
　《デンマーク》
　長年在宅ケアの経営管理に携われたレーネ・ホーレ
ンナー女史のコーディネートによる3日間の研修内
容は、毎日がとても精力的で有意義なしかも心温まる
配慮のあるものであった。
　保健医療機関および関連施設等は公的機関のコン
トロール下であり、一次・二次・三次医療の提供機関
も明確に区別されており、国民は自分の家庭医を選び
登録しその医師の振り分けのもと、医療の提供を受け
ている。在宅ケアは、日本の市町村に当たる自治体が
提供の責任主体であり、福祉の中に位置づけられた在
宅ケア課に所属するナースとヘルパー（SHHとSHA
の2種類）の協働と医師のバックアップで24時間
365日提供されている。高度医療の必要なケアは一般
的ではないが、ターミナルの人に対するペインコント
ロールは積極的に行われている。高齢者ケアは施設と
在宅に分けて考えるのではなく「統合ケア」が進め
られており、コーディネートの中心となっているのは
看護職である。在宅に関わる諸サービスの全てが同一
自治体の責任において行われるため、調整は比較的容
易で包括的なサービスが可能となっている。看護職は
実践現場のみならず、地域のシステムの構築に関して
活発な活動をしており、レーネ女史もその一人であっ
た。自治体の決定部門には看護職が配属され、看護協
会（看護学生を含む95％以上が加盟）が在宅ケア全
般の提供形態や教育の再編成について国に具体的な
提言を行う等、大きな役割を果たしている。高卒後3
年9ヶ月の大学レベルの看護教育を受けた後、数年の
臨床経験を積みホームナースとなり、その後修士課程
に進む人もいる。準夜・深夜を担当するナースは非常
に優秀な人が多い。そして、この地域の住民の夜間ケ
アを支えているという自負心があり、あるナースは
「全責任を一人で背負って対処していくという覚悟
と、その責任感…」が条件と応えた。
　《スウェーデン》
　保健医療機関および関連施設等は公的機関のコン
トロール下にあり、一次医療機関で人口約1万人ごと
に1ヵ所整備されている地区診療所をはじめとして、
二次・三次医療機関は明確に区別され、地域別に系統
的に整備されている。在宅看護の提供は地区看護婦
（district　nurse）・アンダーナースが地域病院の医師や家
庭医らと連携をとりながら24時間365日提供する。
県の特別班としてSAH（病院直結訪問医療）があり、
高度医療と在宅ケアを担当している。
　近年、財源の不足に伴い供給システムの見直し（民
問活力の導入等）も行われつつある。また県の責任主
体であった在宅看護の提供は、一部市町村に当たる自
治体（コミューン）が担う方向に移行しつつある。在
宅ケアにおける看護職（地区看護婦）の権限は大き
く、制度上も実質的にもコーディネーターの役割を
とっていることが多く、各自治体にMAS（医療責任
看護婦）が配置され、一部の薬の処方箋を出すことが
認められる等拡大している。地区看護婦は高卒後保健
大学にて3年間の専門教育を受け、資格を経た後最低
2年間の実務経験を経て、地区看護婦の学校に1年間
進学し資格を得る。
V．ま　と　め
　両国ともに高負担・高福祉の国であり、在宅ケア・
医療費の自己負担はなく大学卒業まで教育費も無料、
国民性は独立型等々、社会保障システム等の違いから
在宅ケアが発展している部分が多くある事を実感し
た。女性の就労率が89％と高く、女性の市会議員も多
く、看護職の専門職としての意識も高い。国民も病院
依存ではなく平均入院日数5日間以内で、病院は治療
をするところ、テクノロジーが必要な時だけ利用する
と尉う’考えである。‘一番良いケアを一番最低のケア
　　　　　レベルで提供”“適確なケアを最高の効果で”が随所
に取り入れられている。看護職とヘルパーやアシスタ
ントとの融合が20数年も前から行われており、施設
や職種の役割分担を明確にしシステム化と地区医の
発達のもと協働が成り立っている。看護職は療養上の
世話（身辺のケア）をヘルパーやアシスタントに殆ど
委ねている。これには文化的背景や国民性の影響は否
めず、日本で“療養上の世話を看護師が行うことの意
味”を大切にしている看護との是非の比較をしてし
まった。しかし、日本に比べると総合的には在宅ケア
の質・量ともにかなり高いデンマークでも、今後の課
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題として「ヘルパー等のマンパワーの確保、利用者の
思いとヘルパーの提供できる事とのギャップ、病院と
の連携のあり方、高齢者住宅の不足、チームとしての
更なる機能の発揮の為にリーダーとなる人の育成や
このシステムを如何に継続をするか」等、更なる発展
に思考を巡らす関係者に刺激を受けた。
VI．おわりに
　日本の看護職は、もっと病院や地域で療養している
人々の一番近くでその人々の困難度を分かり得る専
門職として、両国の看護職の取った戦略等を学び、今
後の在宅ケアの充実のために頑張らねぼならないと
思う。その取り組みとして当面は、「①看護職と介護
職とが、同一ケアプランの下に働ける体制をつくるこ
と、②看灘が“身辺ケア”‘病状の観察と医療看護
処置の提供”に責任をもつ形で関わること、介護職は
家事援助に責任を持ち、“身辺ケア”は24時間訪問看
護・介護計画に基づいて実施すること、③看護職自身
が24時間の計画的訪問を行う」ような体制作りが重
要ではないかと考える。
　両国ともに、医療と福祉の連携が実現されやすい状
況を永い年月をかけ築きあげ合理性を基本に工夫さ
れていたが、財源確保はどの国においても課題であ
る。
　日本は、介護保険・高齢者支i援対策等も始まったば
かりである。制度をより良いものとするため、無駄を
省きもっと進化させる必要があると思う。社会システ
ムも少しずつ地方分権化へと変化しつつあるが、役割
分担の明確化と地区医・家庭医（ホームドクター）の
発達も今後の日本の在宅ケアの発展に欠かせない要
素と考える。地域医療を実践中の医師も研修に参加し
ておられ、改革のための行政的取り組み等について医
師の立場からまとめておられた。今後に期待したい。
　どんなに国が違っても、「人間としての尊厳をもっ
て生きること」を、私たち看護者はじめ医療従事者、そ
して社会が支援することに変わりはない。この基本的
考えつまり看護の本質でもある部分を見失うことな
く、継続看護の実践ができる看護職として学生が育つ
ように、本研修の成果を日々の教育へ活かし、さらに
自身の研究活動へと繋げ自己研鐙していきたいと考
える。
　最後になりますが、このような貴重な学習の場を提
供していただいた関係者の皆様に深く感謝いたしま
す。
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